
日工グループでは、社是に「企業を通じて社会に奉仕する」と掲げているように、創業以来さまざまな社会課題の解決に力
を注いでまいりました。環境に関しては、建設・道路廃材の再資源化に加えて、アスファルト合材製造過程における低・脱炭素
化に向けて、プラント装置の機能性改良、プラント運用面の改善、代替燃料の活用に取り組んできました。
今年度より、日工グループは2050年にCO2排出量実質ゼロを目指すことを経営方針として明確に位置付け、プラント製造

時に自社で排出する分だけではなく、販売先の日工製プラントが稼働時に排出する分まで含めてカーボンニュートラルを達
成できるようユーザー様と緊密に連携しています。

合材製造過程におけるCO2排出量を正確に把握するため、合材工場のエネルギー消費量を分析しました。水分除去と骨材
（再生材）加熱に約8割のエネルギーを消費しているため、水分量を減らすことが乾燥・加熱プロセスでのエネルギー消費量の
削減に有効との結果を得ています。こうした実証データに基づいて、「排出を減らす」取り組みとして7つのアプローチから
脱炭素に向けた製品開発に着手しています。

自社（本社工場）におけるScope1,2のCO2排出量は、5,056t-CO2/yであるのに対して、アスファルト合材製造プラントに
おける年間CO2排出量は、1.30Mt-CO2/y（日本アスファルト合材協会積算）であり、日工グループの業界シェアが約7割で
あることから、日工製プラントによる年間CO2排出量は90万トン程度と推定され、脱炭素に向けた製品開発は喫緊の社会的
要請だと認識しています。

●合材出荷量が約4,000万tとして変動がなかった場合の試算
●プラント規模による排出原単位の違いが明確である。出荷量の多いプラント程、効率的な運用をされており排出原単位が少
ない。このことより、プラントが集約化され大型プラントでの合材製造により排出削減が可能。（例えば5万t未満のプラント
出荷量の半数が10t以上のプラントで製造された場合削減率で5％とのインパクトがある）

●日工グループのCO2排出量（Scope1.2/2020年度積算, Scope3/2019年度積算）

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scopel 、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

●アスファルト合材製造プラントにおけるCO2排出量

出所：（一社）日本アスファルト合材協会合材製造業におけるBaU二酸化炭素排出量推計調査概要

出所:（一社）日本アスファルト合材協会合材製造業におけるBaU二酸化炭素排出量推計調査概要

カーボンニュートラルに向けた4つのステップ

カーボンニュートラルに向けた製品開発7つのアプローチ
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下流
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⑪製品の使用 ⑫製品の廃棄

脱炭素製品開発にて推進
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●アスファルトプラント地域別・規模別年間CO2排出量
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ガスバーナ AP用リジェネバーナ

コジェネシステム 新RAVシステム

合材搬送の長距離化技術 出荷連動プラント運転システム

誘導加熱骨材再加熱装置

合材分散保存システム

中温化対応プラント設備フォームド装置

太陽熱利用骨材ヤード 乾燥砂製造装置

コンクリートCO2固定化システム AP排ガスCO2回収システム AP→BPCO2移動回収システム

水分管理強化型骨材ヤード

向流式Ｒドライヤ

LNGサテライト 新バーナ制御技術 アンモニアバーナ

ヒートポンプ利用システム液体バイオマスバーナ
固体バイオマスバーナ

燃
料
転
換

中
温
化

材
料
貯
蔵

シ
ス
テ
ム
変
革

プ
ラ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
変
革

合
材
配
送

シ
ス
テ
ム
変
革

電
化

C
C
U

化石燃料の中でも比較的CO2排出量の少
ない燃料である、都市ガス、天然ガスなど
を燃料とするバーナ。
例えば天然ガスの場合、A重油比で約25％
のCO2削減となります。

各々に蓄熱器を持つ一対のバーナを交互
に切り替えて燃焼させ、排ガスの持つ顕熱
を燃焼空気の予熱として回収するシステ
ムです。APでは特に脱臭装置での適用で
大きな省エネルギー効果が得られます。

熱電併給システムと呼ばれるもので、AP
で適用する場合、まず発電装置を使って
電気をつくり、次に発電時に排出される熱
を利用して骨材加熱を行います。断続運転
での適用が課題です。

脱臭装置付きのAPにおいてその高温排
ガスを骨材加熱に利用するシステムです。
脱臭装置付きのAPでは大きな省エネル
ギー効果が得られます。排熱の分配方法
が課題となっています。

現状ではアスファルト合材の温度特性の為、
合材を搬送できる時間はおよそ1時間半が
限界です。これに対し、合材の搬送形態や
搬送時の温度低下防止技術を開発し、合材
搬送距離を伸ばします。

合材搬送距離が延びると、需要地に適時
に合材を届けることが求められます。需要
地からの指定時間の配送要求によりプラ
ント側が制御システムにより自動的に合
材を生産、出荷するシステムになります。
プラントの製造効率向上につながり、省エ
ネルギー、Co2削減に寄与します。 アスファルト合材は所定温度より下がっ

てしまうと流動性が保てなくなるので、基
本廃棄されます。
これに対し誘導加熱技術を用いて、コンパ
クトな装置で合材温度を20～30℃程度
昇温する装置を開発することで、無駄な合
材廃棄をなくせます。

合材の搬送距離が広がることで合材製造
拠点の集約化が予想されます。その場合、
需要地の近くでの合材の一次保管の必要
性が生じます。なるべく簡易な施設で、一
定期間、温度を維持したまま合材を保管で
きるシステムを開発することで、より効率
的な合材配送網の構築が可能となります。従来より30℃加熱温度を低減した中温化

合材を製造するために、プラント内各装置
の制御レンジ変更や温度低下による水分
結露対策等の総合的な設備の設計改良。

加熱したアスファルトに水を添加し、泡状
にすることでアスファルトの粘度を低減
させ本来の加熱温度より低い温度でアス
ファルト合材を製造する方式、装置。従来
より30℃の温度低減が可能。

太陽熱を反射鏡等で集光し、骨材ヤード
で貯蔵中の骨材に熱エネルギーとして直
接与え、予備乾燥を行うシステムです。地
域によっては日照時間の影響により実効
効率に課題があります。

合材の材料である骨材は、本来乾燥した砕石
より製造されています。合材以外の用途に使用
するために一旦水で洗う工程により水分を多
く含むことになります。アスファルト合材の専
用の材料を製造する装置を開発することによ
り、水分をほとんど含まない骨材を利用でき、
大幅に省エネルギー、CO2削減が図れます。

コンクリートにCO2を吸着させる技術にお
いて現在各企業、大学等で開発が進められ
ています。このうちのいくつかを利用して、
当社製のコンクリートプラントにおいて
CO2を吸着させるシステムです。将来、吸着
したCO2の量によりクレジット化により排
出権売買も想定されます。

アスファルトプラントから排出される排ガ
ス中のCO2を回収するシステム。アミン等
を用いた吸収液方式や膜分離法等の技術
を利用してCO2を回収します。現時点では
APに適応できるコストでの実装は難しく、
低コストでの回収技術開発が課題です。

上記２システムを統合し、APで発生した
ＣＯ2を回収し、ＢＰでコンクリートに吸着
させる一連の設備。発生したＣＯ2を一定
の地域内で相互補完してCO2処理できる
しくみです。

合材製造の材料である骨材の保管設備で
ある骨材ヤードで、太陽光、太陽熱やプラ
ント排熱を利用して予備乾燥などを行い、
エネルギー消費の大きな要因である水分
を極力低減させるための設備です。

リサイクルドライヤを従来の並流式から向
流式に変更することで、排ガス温度を低く
でき、熱効率の向上させます。また、排ガス
温度の低下により臭気の発生低減も見込
まれます。

都市ガス配管が敷設されていない地域で
天然ガスを利用するための液化天然ガス
貯蔵システム。液化天然ガスを再びガス化
するための加熱にプラントからの排熱を
利用します。

当社内でも製品化が進んでいるAI技術
を用いてバーナ制御を行なうことで、より
効率的な燃料調整が実現でき、省エネル
ギー、CO2削減に寄与します。

海外で生産された再生可能エネルギーの
キャリアとして注目されているアンモニア
を燃料とするバーナです。アンモニア単独
で燃焼させた場合、CO2排出量はゼロと
なります。2030年までにはCO2フリーの
燃料として流通することが政府目標とさ
れています。

ヒートポンプとは少ない投入エネルギー
で、空気中などから熱をかき集めて、大き
な熱エネルギーとして利用する技術のこ
とです。高温での効率向上が課題であり、
ヒートポンプメーカーでの技術革新が必
要です。

バイオマス燃料（生物由来燃料）を用いて燃
焼させるバーナ。バイオマス燃料を使用す
るとCO2の発生量はゼロとみなされます。
ただし実際には燃料の性質に応じて既存燃
料と一定の割合で混ぜて燃焼させます。

現在

2021

20年後

2040
CO2排出量

削減目標
80％

10年後

2030
CO2排出量 50％

削減目標

カーボンニュートラルに向けた製品開発ロードマップ

LNGサテライト

液体バイオマスバーナ 個体バイオマスバーナ

誘導加熱骨材再加熱装置乾燥砂製造装置
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セントラルプラントシステム

水素バーナ

エレクトロヒートドライヤ オール電化プラント
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30年後20年後

Scope1,2,3で排出されるCO2の2050年度実質ゼロ達成を経営方針とし、顧客の稼働プラントからの排出量も含めて絶
対量の削減に注力してまいります。

顧客の稼働プラントからのCO2排出量（Scope3 Category11）削減にフォーカスしたカーボンニュートラルWG（ワーキング
グループ）で新技術の導入も含めてさまざまアプローチによるCO2削減に寄与できる製品開発を進めてまいります。自社内の
排出量管理（Scope1,2）はISO事務局が担当しており、今後は検証範囲を拡大させて対応します。新たに設置した気候変動
に関する開示検討委員会は、カーボンニュートラルWGやISO事務局と連携のうえ、目標値に対する進捗、リスクと機会及び
財務への影響を適宜適切にステークホルダーに開示します。社内役員会で討議されるカーボンニュートラルに係る事業戦略
とそのPDCAは取締役会に報告され、審議・監督されます。

●CO2削減目標

●ガバナンス体制図

事業部門・子会社

カーボンニュートラルWG
（Scope3に対応）

座長 執行役員技術本部開発部長

気候変動に関する開示検討委員会
（気候変動に関する開示に対応）
委員長 専務取締役管理本部長

Scope1,2,3におけるCO2排出量

2021年 2030年

50%削減

2040年

80%削減

2050年

実質ゼロ
達成

相殺

社内役員会

取締役会

ISO事務局
（Scope1,2 に対応）

報告

報告

報告

指示

報告 監督

指示

報告

指示
報告 助言助言

連携

指示

上記の技術を組み合わせることで、合材の製造方法を
現状の地域分散型から中央集約型に変革することを目
指します。集約生産によりプラント稼働率の上昇による
効率向上と環境装置への設備投資が促進されることに
より、合材搬送までも含めた省エネルギー化、CO2削減
が実現できます。

アンモニアと同様にエネルギーキャリアとして注目され
ている水素を燃料とするバーナです。水素燃焼により発
生するのは水だけで、CO2排出量はゼロとなります。た
だし、CO2フリーの燃料として流通するにはインフラ整
備が必要です。

電気をエネルギー源とした乾燥加熱装置。将来
CO2フリーの電源が安価に供給されるようになっ
た場合、CO2の排出量はゼロとなる。原理的には現
在でも可能であるが、ランニングコスト低減が必須。

燃料による加熱を完全に廃し、すべてのエネルギー
源を電気とするプラント。上記同様CO2フリーの電
源が開発された場合はCO2の排出がゼロのプラン
トとなります。

30年後

2050
CO2排出量

目標実質0

20年後

2040
CO2排出量

削減目標
80％

ガバナンス体制

指標・目標
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